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第4章　施策の展開について

1．介護予防・健康づくり、社会参加の推進［予防］

⑴　健康づくりと介護予防の推進
【現状と課題】
　�　本市では、少子・超高齢社会がさらに進展する見込みであり、増加する高齢者の健康
寿命を延伸することが重要です。
　�　住み慣れた地域で、いつまでも元気に安心して暮らし続けるためには、健康づくりと
介護予防を連携させながら、高齢者の健康増進をより一層図っていく必要があります。
そのため、高齢者が自発的に健康づくりや介護予防に取り組むためのさらなる啓発活動、
生きがいや役割を持って生活できる地域づくりを行っていくことが重要です。
　�　国においては、改正後の介護保険法等に基づき、高齢者の保健事業と介護予防の一体
的な実施を推進し、高齢者が身近な場所で健康づくりに参加でき、また、フレイル状態を
把握した上で適切な医療サービス等につなげることにより、疾病予防・重症化予防や
生活機能改善の促進を目指すこととしています。
　�　本市においても、健康づくりと介護予防の一体的な取り組みを推進しながら、高齢者の
健康寿命延伸を目指す必要があります。

【取組方針】
　�　健康と要介護状態の中間であるフレイルを予防するため、栄養（食・口腔）、運動、
社会参加の3つの視点から各種施策に取り組みます。
　�　地域のボランティアの協力を得て、関係機関と連携しながら介護予防に取り組み、
ボランティア自らの介護予防にもつながるよう、活動の場を広げていきます。
　�　高齢者が地域の中で生きがいを持ちながら役割を果たせる環境づくりを進めるため、
引き続き地域の茶の間の取り組みを推進し、多様な専門職と連携しながら介護予防の
取り組みを充実します。
　�　健康づくりや介護予防は高齢者になる前の段階から取り組むことが大切であること
から、関係する本市の各種計画とも連携を図っていきます。
　�　また、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施については、全市町村において令和
6年度までに開始することになっていることから、高齢者を取り巻く地域課題の洗い
出しや既存事業を整理しながら、全庁的に進めていきます。
　�　事業の実施に当たっては、個人情報の取り扱いに配慮しつつ、関連データの活用促進を
図るための環境整備を進めます。
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【関連事業】
　　◆介護予防普及啓発事業
　　　�　生活習慣病予防などに関する講演会の開催や健康相談の実施のほか、健康づくりや

転倒予防、認知症予防について学べる各種教室・講座を開催し、介護予防の普及
啓発を図ります。

　　◆運動器・口腔・認知機能向上・栄養改善のための教室
　　　�　心身機能の維持・向上を図るための体操、低栄養状態にある方への相談・助言、

嚥下機能訓練、口腔ケア、認知機能維持向上に関する複合プログラム「幸齢ますます
元気教室」を行います。

　　◆認知症予防出前講座
　　　�　各地域で実施している健康寿命延伸の取り組みに、認知症予防に有効とされる、

運動、栄養改善等の生活習慣や社会交流などの要素を取り入れ、認知症予防に有効な
生活習慣が継続的に行われるよう進めます。

　　◆介護予防訪問指導事業
　　　�　心身などの状況により、自宅外で通所型の各介護予防事業の利用が困難な方に対し、

保健師や看護師などがご自宅を訪問し、介護予防についての相談・助言を行います。

　　◆介護支援ボランティア事業
　　　�　福祉施設などでボランティア活動を行った場合、その活動時間に応じ、換金できる

ポイントを付与する「にいがたし元気力アップ・サポーター制度」を実施し、元気な
高齢者の社会参加を推進します。

　　◆地域の茶の間への支援
　　　�　子どもから高齢者、障がいの有無にかかわらず、誰もが気軽に集まることができる

地域の居場所「地域の茶の間」の運営を支援し、生きがいを持ちながら役割を果た
せる環境づくりを進め、参加者自らの介護予防につなげていきます。

　　◆介護予防把握事業
　　　�　要介護・要支援状態になるおそれのある高齢者を早期に把握し、介護予防事業へ

の参加の働き掛けを行います。

　　◆フレイル予防事業
　　　�　フレイルチェックを活用し、自発的な予防活動を促し、各種の取り組みと連携

しながら、健康寿命の延伸を図ります。
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　　◆総おどり体操事業
　　　�　高齢者の健康づくりや介護予防、生きがいづくりや多世代交流を目的として、講習

会の開催や「にいがた総おどり」への参加を行うとともに、講師養成講座の実施に
よって指導者ライセンスを修得した高齢者を講師として派遣するなど、高齢者の
地域での自主的な指導活動を推進します。

　　◆特定健康診査・特定保健指導
　　　�　新潟市国民健康保険加入者で、40歳から74歳までの方を対象に、生活習慣病の

発症や重症化を予防することを目的とし、特定健康診査を実施します。また、特定
健康診査の結果、生活習慣病のリスクが高い人に対し、自らの健康を自己管理し、
生活習慣病を予防するための支援を行うため、特定保健指導を実施します。

　　　�　75歳以上の後期高齢者医療制度加入者の方についても、特定健康診査と同様の
健診を実施します。

　　◆オーラルフレイル予防事業
　　　�　後期高齢者のうち対象年齢である76歳および80歳に対し、歯科医療機関で口腔

機能検査を含む健診を実施します。
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⑵　生きがいづくりと就労・社会参加の支援
【現状と課題】
　�　人生100年時代において、高齢者がますます元気でいきいきと生活していくためには、
身近な場所に健康づくりや人とつながる通いの場があることや、これまでに培った知識や
経験を生かしてボランティア活動や就労的活動に参加するなど、生きがいづくりと社会
参加が重要です。
　�　老人福祉センターや老人憩の家はこれまでも高齢者の活動や交流の拠点施設として
運営してきましたが、こうした施設運営や総おどり体操などの既存事業においては、
高齢者のニーズやライフスタイル、また新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止する
ための「新しい生活様式」に合わせて、より的確で効果的な支援を行っていく必要があり
ます。
　�　また、シルバー人材センターに助成を行い、高齢者の希望に応じた臨時的かつ短期的
就業の機会を提供することで、生きがいの充実や社会参加の推進を図り、高齢者の能力を
生かした活力ある地域社会づくりを支援してきました。企業の再雇用の拡大や退職年齢の
引き上げがセンターへの登録に影響を与えることから、会員数の拡大を図るための取り
組みが課題となっています。

【取組方針】
　�　総おどり体操は自宅で参加できるオンライン講習会の周知に努め、これまで外出困難
などの理由により講習会へ参加できなかった高齢者の健康づくりや介護予防を推進すると
ともに、講師養成講座で指導者ライセンスを修得した高齢者を派遣する講師派遣事業を
積極的に広報し、地域の主体的な健康づくりを支援します。
　�　老人クラブは地域を基盤とする高齢者の自主的な組織ですが、会員数が減少傾向に
あることから、会員確保や活動における課題を整理し、活動の活性化に向けた仕組み
づくりを支援します。
　�　老人福祉センターや老人憩の家は、利用者の減少や施設の老朽化が進んでいること
から、施設の有効利用を図りながら、周辺公共施設との集約化、複合化の検討を進めて
いきます。
　�　今後進展していく少子・超高齢社会において、労働力人口の減少が見込まれること
から、高齢者の就労促進、労働力としての拡大が求められています。多様な就業機会の
提供を通じて高齢者の生きがいづくりや社会参加に資するシルバー人材センターの存在や
役割は、より一層重要性を増してくるものと考えられることから、引き続き適切な支援を
していきます。
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【関連事業】
　　◆総おどり体操事業【再掲】
　　　�　高齢者の健康づくりや介護予防、生きがいづくりや多世代交流を目的として、

講習会の開催や「にいがた総おどり」への参加を行うとともに、講師養成講座の
実施によって指導者ライセンスを修得した高齢者を講師として派遣するなど、高齢
者の地域での自主的な指導活動を推進します。

　　◆福祉バス運行事業
　　　�　老人クラブなどの高齢者団体の研修会やグループ活動への参加を支援するため、

福祉バスを運行し、地域の高齢者団体の社会参加や活動の活性化を支援します。

　　◆全国健康福祉祭（ねんりんピック）への選手団の派
　　　�　健康づくりや生きがいづくり、シニアスポーツの普及を推進するため、高齢者を

対象としたスポーツや文化種目の全国的な交流大会である、全国健康福祉祭（ねん
りんピック）への選手団の派遣を行います。

　　◆介護支援ボランティア事業【再掲】
　　　�　福祉施設などでボランティア活動を行った場合、その活動時間に応じ、換金できる

ポイントを付与する「にいがたし元気力アップ・サポーター制度」を実施し、元気な
高齢者の社会参加を推進します。

　　◆地域の茶の間への支援【再掲】
　　　�　子どもから高齢者、障がいの有無にかかわらず、誰もが気軽に集まることができる

地域の居場所「地域の茶の間」の運営を支援し、生きがいを持ちながら役割を果た
せる環境づくりを進め、参加者自らの介護予防につなげていきます。

　　◆茶の間の学校
　　　�　地域の居場所づくりやお互いさまの人間関係づくりなどを学び合う講座を実施し、

地域の茶の間を運営する人材の育成を図ります。

　　◆生きがい対応型通所事業
　　　�　家に閉じこもりがちな一人暮らし等の高齢者を対象に、趣味や教養を高める講座、

レクリエーション、健康体操などを行い、生きがいづくりのほか社会的孤立感の
解消と自立した生活の手助けを行います。
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2．生活支援サービス等の充実［生活支援］

⑴　在宅生活を支援する福祉サービスの推進
【現状と課題】
　��　総人口・現役世代人口が減少する中で、2040年（令和22年）頃に高齢者人口がピーク
を迎えるとともに、介護ニーズの高い85歳以上人口が急速に増加することが見込まれ、
介護保険サービスだけでなく在宅生活を支援する各種福祉サービスについても制度の
維持・継続に大きな影響を及ぼすことが予想されます。
　��　高齢者が住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、中長期的な観点で既存サービス
のあり方を検討する必要があります。

【取組方針】
　�　在宅生活を支援する各種福祉サービスについて、実際の利用状況や在宅介護実態調査の
結果などを参考に、中長期的な観点から検討を行い、必要な見直しを行います。
　�　また、支援を必要とする在宅高齢者や介護者を各種福祉サービスへ適切につなげるため、
介護保険サービスガイドや市ホームページへの掲載だけでなく、他の媒体の活用も検討
しながら周知に努めます。

【関連事業】
　　◆紙おむつ支給事業
　　　�　寝たきりや重度の認知症など常時おむつが必要と認められる要介護認定を受けた

在宅の高齢者等に対して、高齢者等の保健衛生を保ち、介護者の負担を軽減する
ため、紙おむつ引換券を交付します。

　　◆訪問理美容サービス事業
　　　�　自力で理髪店または美容院に行くことが困難である在宅の高齢者に対して、自宅で

理美容サービスを受けられるよう、理美容師の出張費用を助成します。

　　◆あんしん連絡システム事業
　　　�　要介護状態または慢性疾患などがあり日常生活上注意を要し、定期的に安否の

確認を必要とする一人暮らしの高齢者などに対して、緊急通報装置を貸与し受信
センターでの緊急対応を行うほか、定期的な安否確認や相談受付を行います。
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　　◆住宅リフォーム助成事業
　　　�　要介護・要支援認定を受けた在宅の高齢者がいる世帯に対し、介護者の負担軽減を

図るとともに高齢者がより快適で安全に過ごせるよう、住宅リフォームに必要な
費用の一部を助成します。

　　◆配食サービス事業
　　　�　心身機能の低下などにより自宅での食事の調理が困難な一人暮らしの高齢者などに

対して、配食サービスを提供することで高齢者の自立支援と安否確認を行います。

　　◆公衆浴場入浴券交付事業
　　　�　自宅に入浴設備のない在宅の高齢者に対して、健康と衛生を保つために、公衆

浴場の入浴券を交付します。

　　◆敬老祝品贈呈事業
　　　�　高齢者の長寿を祝い、広く市民の高齢者福祉に対する理解と関心を高めるため、

100歳を迎える高齢者に対して敬老の日に祝品を贈呈します。

　　◆家族介護教室事業
　　　�　在宅で高齢者の介護を行う家族などを対象に、介護の実施方法や介護者の健康

づくりなどについての知識や技術を習得できる教室を開催します。
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⑵　権利擁護の推進
【現状と課題】
　�　超高齢社会が進展するなか、在宅における高齢者虐待の相談数が増加しており、養介護
施設などにおける虐待相談数も少なくありません。こうした現状を踏まえ、弁護士など
の有識者や警察、医療関係者、地域福祉関係者などで構成される高齢者虐待防止連絡
協議会を開催し、関係機関の連携に努めたほか、パンフレットやリーフレットを作成し、
地域包括支援センターや区役所、養介護施設に設置するなど高齢者虐待防止の啓発・
周知を図ってきました。
　�　併せて、地域包括支援センターや区役所の虐待防止担当職員向けの育成研修や養介護
施設の管理者などを対象とした研修を実施し、担当職員の対応能力の向上と施設・事業
所の介護の質の向上を図っています。
　�　また、認知症高齢者は判断能力が不十分なために自分では契約の締結や財産の管理が
困難となり、経済的な被害を受ける可能性があるため、成年後見などの支援制度やその
費用負担の助成事業、相談窓口である地域包括支援センターや成年後見支援センターに
ついて、引き続き周知を行う必要があります。

【取組方針】
　�　高齢者虐待防止連絡協議会において関係機関の連携をより強化し、虐待防止に有効な
手段や施策の具体的な検討を行います。
　�　養介護施設の管理者などへの研修について、より実効性の高い研修となるよう研修後の
アンケートなどを分析し内容の精査に努めます。
　�　また、高齢者の権利擁護についての認識を一層深めてもらえるよう、高齢者虐待防止や
成年後見制度および同利用支援事業、相談窓口である地域包括支援センターや成年後見
支援センターなどについて、さまざまな媒体を活用し周知を図ります。

【関連事業】
　　◆高齢者虐待防止連絡協議会の開催
　　　�　関係機関から選出された委員で構成する高齢者虐待防止連絡協議会を開催し、関係

機関との連携強化を図るとともに、虐待防止に有効な手段や施策の具体的な検討を
行います。

　　◆高齢者虐待防止相談員の配置
　　　�　高齢者虐待防止相談員を配置し、地域包括支援センターなどの相談機関に対して

助言を行うなど、高齢者虐待防止業務の運営を支援します。

　　◆緊急一時保護施設の確保
　　　�　高齢者虐待などの緊急時に、対象者が介護保険サービスの利用が困難な場合に

備えて、一時的に高齢者を保護するための居室を確保します。
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　　◆やむを得ない事由による措置
　　　�　虐待などのやむを得ない事由により、介護保険サービスの利用が困難な高齢者に

対し、一時的に施設入所の措置などを行います。

　　◆在宅高齢者虐待防止担当職員に対する研修の実施
　　　�　地域包括支援センター職員や市の高齢者虐待防止担当職員などを対象に、高齢者

虐待防止のための研修を実施し、職員のスキルアップを図ります。

　　◆養介護施設従事者などに対する高齢者虐待防止研修の実施
　　　�　養介護施設の管理者などを対象に、高齢者虐待防止のための研修を実施し、養介護

施設などにおける高齢者虐待防止の体制づくりを支援します。

　　◆高齢者虐待防止のための啓発
　　　�　高齢者虐待防止のためのポスターやリーフレットを地域包括支援センターや

区役所、医療機関や介護保険事業所に配布するほか、市民向けパンフレットの活用
など、高齢者虐待防止の啓発や周知に努めます。

　　◆日常生活自立支援事業への支援
　　　�　認知症高齢者など判断能力が不十分な方に対し、日常的な金銭管理や福祉サー

ビスの利用援助等を行う活動を支援します。

　　◆成年後見制度利用支援事業
　　　�　認知症高齢者の方で、費用負担が困難なために成年後見制度を利用することが

できない場合に、費用の一部を助成します。

　　◆地域包括支援センターにおける権利擁護業務
　　　�　地域包括支援センターにおいて高齢者虐待・消費者被害・成年後見に関する相談を

受け付け、関係機関と連携し、成年後見制度などの活用を支援します。

　　◆成年後見支援センター
　　　�　成年後見支援センターでは、成年後見制度の内容や具体的な手続きなどの相談に

応じるほか、成年後見人などの担い手を育成するための市民後見人養成研修などを
実施します。

　　◆法人後見事業への支援
　　　�　成年後見制度の担い手となる法人の後見活動を支援するとともに、助言や情報提供

などを行い連携を図ることで、円滑な支援体制の構築に努めます。
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⑶　地域での見守り活動の推進
【現状と課題】
　�　高齢化や核家族化が進むなか、本市においても高齢者の一人暮らし世帯が増加して
います。国勢調査によると、平成27年では本市の単独世帯数全体に占める高齢者単独
世帯数の割合は28.3％で、前回調査（平成22年）の24.1％から4.2％増加し、今後も
増加の傾向が見込まれます。
　�　また、令和元年度に実施した健康とくらしの調査では、閉じこもり者の割合は7.7%で、
前回調査（平成28年度）の5.0%から2.7%増加しています。
　�　さらに、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、多くの高齢者の方々が、
外出を控え、居宅で長い時間を過ごすようになることが想定されます。
　�　このような環境下においては、介護・福祉の関係機関、民生委員、地域住民、ボラン
ティア等と協力した支援など、地域や人々のつながりを再構築しつつ、地域ぐるみで
取り組みを進めていくことが必要です。

【取組方針】
　�　地域包括支援センター、地域住民、民間事業者等と連携し、身近な地域の見守り体制の
構築を進め、高齢者が孤立することを防ぎ、安心して地域生活が送れるよう支援します。
　�　子どもから高齢者まで、障がいの有無にかかわらず、誰もが気軽に集まり交流する
ことができる地域の居場所「地域の茶の間」の立ち上げや運営を支援し、閉じこもり
予防や生きがい、助け合いの創出を図ります。

【関連事業】
　　◆配食サービス事業【再掲】
　　　�　心身機能の低下などにより自宅での食事の調理が困難な一人暮らしの高齢者などに

対して、配食サービスを提供することで高齢者の自立支援と安否確認を行います。

　　◆民生委員児童委員活動
　　　�　訪問による安否確認や困りごと相談に応じるなど、民生委員が日々の相談支援

活動の中で一人暮らし高齢者などの見守りを行います。

　　◆高齢者等あんしん見守りネットワーク事業
　　　�　「支え合い・助け合い」意識の醸成を図り、地域住民が主体となった見守り体制の

整備を支援しながら、安心・安全な地域づくりを進めます。
　　　�　また、地域の高齢者に異変があった場合、地域住民やあんしん見守りネットワーク

協力事業者（新聞・電気・ガス事業者など）からも地域包括支援センターへ連絡して
もらうなど、多種多様な機関から協力を得ることで迅速な対応が図られるよう体制
構築を進めます。
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　　◆地域での高齢者見守り事業
　　　�　各区において、区地域福祉計画に高齢者の見守りに関する事業を位置づけ、地域

ごとに独自の取り組みを進めています。

　　◆避難行動要支援者支援制度
　　　�　避難行動要支援者支援制度を活用しながら、地域の自主防災組織や自治会など

との連携を深め、災害時における共助の体制を推進し、自力では避難が困難な在宅
の高齢者の安心・安全につなげます。

　　◆地域の茶の間への支援【再掲】
　　　�　子どもから高齢者、障がいの有無にかかわらず、誰もが気軽に集まることができる

地域の居場所「地域の茶の間」の運営を支援し、支え合い・助け合う地域づくりを
進めます。

    　◆生きがい対応型通所事業【再掲】
　　　�　家に閉じこもりがちな一人暮らし等の高齢者を対象に、趣味や教養を高める講座、

レクリエーション、健康体操などを行い、生きがいづくりのほか社会的孤立感の
解消と自立した生活の手助けを行います。
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⑷　地域の資源を活かした多様なサービスの充実
【現状と課題】
　�　高齢者人口の増大、高齢者の単独世帯や高齢夫婦のみの世帯の増加、認知症の人の
増加も見込まれるなど、医療・介護サービスの需要や生活支援に対するニーズがさらに
増加・多様化することが想定されます。
　�　一方、現役世代の減少が顕著となり、高齢者の介護を支える人的基盤の確保が重要と
なっており、専門職はより中重度のケアへシフトし、軽度の介護や生活支援については、
専門職以外の担い手を拡大していくことが求められています。
　�　また、地域の実情に応じて、多様な主体が参画し、多様なサービスの提供を充実させる
とともに、支え合いのしくみづくりをさらに推し進め、要支援認定者等への効果的かつ
効率的な支援体制を構築することが必要です。

【取組方針】
　�　各区および日常生活圏域等に設置される支え合いのしくみづくり会議と支え合いの
しくみづくり推進員が中心となって進める、住民主体で支え合い・助け合う地域づくりを
支援します。
　�　新たな担い手のすそ野を広げるため、介護の専門職以外の担い手養成に取り組みます。
　�　介護予防や生活支援に対するニーズの増加に対応するため、地域の茶の間をはじめと
した居場所づくりや住民主体の生活支援団体の育成など、地域資源の創出を支援します。
　�　社会参加や生きがいの充実等は、高齢者自身の介護予防にもつながることから、多くの
高齢者が、地域で支え合い・助け合いの活動の担い手として活躍する機会の拡充を目指し
ます。
　�　介護予防・日常生活支援総合事業については、要介護認定者のサービス利用にも対応
するほか、訪問介護・通所介護に相当するサービスに加え、地域の実情に応じ、ボラン
ティア、住民組織やNPO等の多様な事業主体による多様なサービスの充実を図ります。
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【関連事業】
　　◆支え合いのしくみづくり会議・推進員
　　　�　支え合いのしくみづくり推進員を中心に、地域の課題や困りごとを把握し、支え

合いのしくみづくり会議構成員と協力しながら、不足する支援やサービスを創出し
ます。

　　◆地域包括ケア推進モデルハウス
　　　�　地域の茶の間を通じた支え合い・助け合いの取り組みがさらに広がり、深化して

いくよう、各区に開設した地域包括ケア推進モデルハウスを活用し、そのノウハウを
地域に普及していきます。

　　◆担い手の養成
　　　�　高齢者等に対し適切な生活支援や介護予防が提供できるよう、基準緩和サービスの

従事者となる方や生活支援等に係るボランティアに対して、心構えや必要な知識や
技術を習得することを目的とした研修を実施します。

　　◆茶の間の学校【再掲】
　　　�　地域の居場所づくりやお互いさまの人間関係づくりなどを学び合う講座を実施し、

地域の茶の間を運営する人材の育成を図ります。

　　◆介護予防・生活支援サービスの充実
　　　�　多様な主体が多様なサービスを提供することで、要支援認定者等に対する効果的・

効率的な支援を進めます。

【介護予防・生活支援サービス】
・介護予防訪問介護・介護予防通所介護相当サービス
・訪問型・通所型基準緩和サービス
・住民主体の訪問型生活支援
・訪問型・通所型短期集中予防サービス
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⑸　地域包括支援センターの強化
【現状と課題】
　�　市内に29カ所設置されている地域包括支援センターは、地域の高齢者の医療・保健・
福祉・高齢者虐待に関する相談を広く受け付ける総合相談窓口であり、介護予防事業への
参加の働き掛け、介護サービス事業者の紹介等を行っています。
　�　寄せられる相談内容が、多様化・複雑化していることから、地域団体や医療・福祉
関係者に加え多様な機関と役割分担を行いながら、効果的に連携を図っていく必要が
あります。
　�　高齢者のニーズはそれぞれ異なり、ニーズに応じたさまざまな生活支援サービスが
日常生活の場で適切に提供される必要があります。そのため、地域ケア会議等を活用し、
高齢者の支援の充実と高齢者を支える地域づくりを同時に行っていく必要があります。
　�　高齢者人口の増加により、一部の地域包括支援センターでは、きめ細かな体制が構築
しづらい状態となっています。

【取組方針】
　�　地域の総合相談窓口として役割を果たしていくため、地域包括支援センターの周知に
努めます。
　�　高齢者の支援の充実と高齢者を支える地域づくりを推進するため、認知症初期集中
支援チーム、在宅医療ネットワークや在宅医療・介護連携センター・ステーション、
支え合いのしくみづくり会議・推進員に加え、居宅介護支援事業所や介護施設などの
既存の社会資源との連携を深め、圏域の課題を多角的に把握し、地域包括支援センターと
関係機関との互いの役割を明確にしながら、体制の構築を図っていきます。
　�　地域ケア会議等にリハビリテーション専門職等の多職種を積極的に活用し、高齢者の
自立支援・重度化防止に資する取り組みを推進します。
　�　高齢者人口の規模について課題となっているセンターについては、地域の特性に合わ
せたきめ細かな支援活動ができるよう、その体制や担当圏域の見直しを行います。



32

第4章　施策の展開について

第
4
章

資
料
編

資
料
編
　

用
語
解
説

第
五
章

資
料
編

第
一
章

第
二
章

第
三
章

【関連事業】
　　◆地域包括支援センターの機能強化
　　　�　各地域包括支援センターに機能強化職員を配置し、高齢者等の実態把握、出張

相談の実施、介護予防の普及啓発、関係機関とのネットワーク構築の推進等の業務の
充実を図り、高齢者の相談・支援体制を強化します。

　　　�　加えて、地域の状況に応じ、その特性に合わせたきめ細かな支援活動ができるよう、
担当圏域の見直しを含め、地域包括支援センターの機能強化に努めます。

　　◆地域ケア会議の強化
　　　�　多種職と連携し、主に個別課題の解決やネットワーク構築を検討する個別ケア

会議や、地域に共通する課題や有効な支援策を検討する圏域ケア会議を実施し、
高齢者個人に対する自立支援、介護予防および重度化防止に資する支援の充実と、
地域におけるさまざまな支援・サービスの提供体制の構築に努めます。

　　◆介護予防支援・介護予防ケアマネジメント
　　　�　介護予防サービスなどを適切に利用できるよう、心身の状況や本人・家族の希望を

踏まえ、利用するサービスの種類や内容などを定めるケアプランを作成し、サービス
事業者との連絡調整などを行います。
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3．介護保険サービスの充実［介護］

⑴　介護保険サービスの充実
【現状と課題】
　�　本市の要支援・要介護認定者数は毎年増え続け、介護サービスの利用も在宅サービスを
中心に増加しています。介護サービス事業所は市内各地域に整備され、身近な地域で利用
できる状況が整いつつあります。
　�　本市が要介護認定を受けている在宅の方を対象として令和元年度に行った在宅介護実態
調査によると、前回調査（平成28年度）と同様、施設入所より在宅介護を希望する声が
大きく上回っている一方、依然として施設への入所申込者も多く、ニーズも多様化して
います。地域全体で対応していくための土台として、既存施設等を最大限活用しながら、
介護サービスの基盤整備を進めていく必要があります。
　�　また、要支援・要介護認定者が個々の状態に応じて自立した日常生活を営むためには、
リハビリテーションに係るサービスが計画的に提供されるよう取り組むことが求められて
います。
　�　一方で、要介護認定者の重度化に伴い、医療ニーズにも配慮した対応が求められるなど、
サービスの質の確保も必要とされています。

【取組方針】
　�　地域包括ケアシステムにおける「住まい」と「介護」の役割を担う特定施設入居者
生活介護については、拠点の確保を推進します。住宅型有料老人ホームやサービス付き
高齢者向け住宅についても、介護が必要な方の住まいとしての役割が期待されている
ことから、適正な運営が行われるよう、指導を継続していきます。
　�　地域密着型サービスは、地域の中重度の要介護認定者や認知症高齢者を支える重要な
拠点であることから、今後も計画的に整備を進めます。
　�　また、地域で医療・介護が受けられるよう、介護と看護の機能を有するサービスで
ある定期巡回・随時対応型訪問介護看護や看護小規模多機能型居宅介護の拠点の確保に
努めます。
　�　施設サービスは、入所が必要な重度の入所申込者を解消するため、地域密着型による
きめ細かな施設整備に加え、既存の広域型特別養護老人ホームに併設する短期入所生活
介護（ショートステイ）の特別養護老人ホームへの転換整備を進め、在宅での介護が
困難な方への支援を図ります。
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【関連事業】
　　◆訪問介護　〜ホームヘルプサービス〜
　　　�　自宅に介護訪問員が訪問し、入浴、排せつ、食事など日常生活上の介護を行います。

　　◆訪問入浴介護
　　　　入浴設備のある移動入浴車により、自宅に浴槽を持ち込み、入浴介護を行います。

　　◆訪問看護・介護予防訪問看護
　　　�　主治医の指示のもと、看護師などが自宅を訪問し、療養上の支援や診療の補助を

行います。

　　◆訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション
　　　�　主治医の指示のもと、理学療法士や作業療法士が自宅を訪問し、心身の機能維持や

回復、日常生活上の自立を助ける理学療法、作業療法などの機能訓練を行います。

　　◆居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導
　　　�　医師や歯科医師、薬剤師などが自宅を訪問し、介護サービス利用上の指導や助言の

ほか、心身機能の維持回復のために必要な療養上の管理・指導を行います。

　　◆通所介護　〜デイサービス〜
　　　�　デイサービスセンターにおいて、入浴、排せつ、食事などの日常生活上の介護や、

機能訓練などを行います。

　　◆通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション　〜デイケア〜
　　　�　介護老人保健施設などにおいて心身の機能維持や回復、日常生活上の自立を助ける

理学療法、作業療法などの機能訓練を行います。

　　◆短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護　〜ショートステイ〜
　　　�　特別養護老人ホームなどに短期間入所する方に対し、入浴、排せつ、食事など日常

生活上の介護や、機能訓練などを行います。

　　◆短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護　〜ショートステイ〜
　　　�　介護老人保健施設などに短期間入所する方に対し、医学的管理のもと介護や看護、

機能訓練のほか、必要な医療や療養上の支援などを行います。
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　　◆共生型サービス
　　　�　ひとつの事業所で介護サービスと障がい福祉サービスの一部を一体的に提供し

ます。ホームヘルプサービス、デイサービス、ショートステイの3サービスがあり
ます。

　　◆特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護
　　　�　特定施設（有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム（ケアハウス）など）

に入居する方に対し、介護保険を利用して、入浴、排せつ、食事など日常生活上の
介護や、機能訓練、療養上の支援などを行います。

　　◆福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与
　　　�　車いすなど、日常生活上の便宜を図ったり、機能訓練を行ったりするための用具

などを貸与します。

　　◆特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具販売
　　　�　腰掛便座や入浴補助用具など、貸与しにくい特殊な福祉用具を購入した際にその

費用を補助します。

　　◆住宅改修・介護予防住宅改修
　　　�　手すりの取り付けや段差解消のためのスロープ設置など、自宅を改修した際にその

工事費を補助します。

　　◆居宅介護支援・介護予防支援
　　　�　居宅サービスなどを適切に利用できるよう、心身の状況や本人・家族の希望を

踏まえ、利用するサービスの種類や内容などを定めるケアプランを作成し、サービス
事業者との連絡調整などを行います。

　　◆定期巡回・随時対応型訪問介護看護
　　　�　日中・夜間を通じ、訪問介護と訪問看護が連携しながら、自宅への短時間の定期

的な巡回訪問や通報による訪問を行い、入浴、排せつ、食事など日常生活上の介護を
行うほか、主治医の指示のもと、看護師などが療養上の支援や診療の補助などを
行います。

　　◆夜間対応型訪問介護
　　　�　夜間において、介護訪問員の自宅への定期的な訪問や、利用者からの通報による

訪問により、介護や日常生活上の支援などを行います。
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　　◆認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護　〜デイサービス〜
　　　�　デイサービスセンターにおいて、認知症の人に入浴、排せつ、食事など日常生活

上の介護や、機能訓練などを行います。

　　◆小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護
　　　�　サービスを行う事業所への「通い」を中心としながら「訪問」、「泊まり」による

サービスを組み合わせ、入浴、排せつ、食事など日常生活上の介護や、機能訓練
などを行います。

　　◆看護小規模多機能型居宅介護
　　　�　在宅の要介護認定者に対し、訪問看護と小規模多機能型居宅介護を組み合わせ

一体的に提供します。

　　◆認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護　〜グループホーム〜
　　　�　認知症の人に対し、共同生活を営む住居において入浴、排せつ、食事など日常生活

上の介護や、機能訓練などを行います。

　　◆地域密着型特定施設入居者生活介護
　　　�　定員29人以下の小規模な有料老人ホームなどに入居する要介護認定者に対し、

介護保険を利用して、入浴、排せつ、食事など日常生活上の介護や、機能訓練、療養
上の支援などを行います。

　　◆地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護　〜特別養護老人ホーム〜
　　　�　定員29人以下の小規模な特別養護老人ホームに入所する要介護認定者に対し、

入浴、排せつ、食事など日常生活上の介護や、機能訓練、健康管理、療養上の支援
などを行います。

　　◆地域密着型通所介護　〜デイサービス〜
　　　�　定員18人以下の小規模なデイサービスセンターなどの施設において、入浴、

排せつ、食事などの日常生活上の介護や、機能訓練などを行います。

　　◆介護老人福祉施設　〜特別養護老人ホーム〜
　　　�　特別養護老人ホームに入所する要介護認定者に対し、入浴、排せつ、食事など日常

生活上の介護や、機能訓練、健康管理、療養上の支援などを行います。
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　　◆介護老人保健施設
　　　�　介護老人保健施設に入所している病状が安定期にある要介護認定者に対し、看護、

医学的管理のもとでの日常生活上の介護、機能訓練その他必要な医療や療養上の
支援などを行います。

　　◆介護療養型医療施設
　　　�　介護療養型医療施設に入院している長期療養が必要な要介護認定者に対し、療養

上の管理、看護、医学的管理のもとでの日常生活上の介護、機能訓練その他必要な
医療などを行います。

　　◆介護医療院
　　　�　介護医療院に入所している長期療養が必要な要介護認定者に対し、療養上の管理、

看護、医学的管理のもとでの介護、機能訓練等の必要な医療、日常生活上の支援
などを行います。
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⑵　介護保険事業の円滑な実施
　①　介護給付適正化と介護サービスの質の確保
【現状と課題】
　�　高齢化の進行に伴う要支援・要介護認定者の増加により、保険給付費や介護保険料が
大きく伸びてきています。効果的、効率的な介護給付を推進するためには、介護給付の
適正化により、介護サービス利用者が、真に必要とするサービスを事業者が適正に提供
できるよう促し、適切なサービスの確保と、その結果としての費用の効率化を通じて、
持続可能な介護保険制度を構築することが必要です。

【取組方針】
　�　限られた資源を効率的・効果的に活用するために、引き続き介護給付適正化事業の
柱である「要介護認定の適正化」、「ケアプランの点検」、「住宅改修等の点検」、「医療
情報との突合・縦覧点検」、「介護給付費通知」の5事業に取り組みます。
　�　また、介護相談員の派遣や専門研修の情報提供等を行うことで、介護サービスの質の
向上に努めます。

【関連事業】
　　◆介護相談員派遣事業
　　　�　介護施設等に介護相談員を派遣し、利用者やその家族の話を聞き、利用者と施設の

橋渡しをしながら、介護サービスの質の確保、向上を図ります。

　　◆指導監査との連携
　　　�　不適切なサービス提供や不正請求が疑われるなどの苦情や通報について、指導監査

部署と連携・対応を進め、介護サービスの質の向上を図ります。

　②　介護サービスの情報提供と介護保険制度の普及・啓発
【現状と課題】
　�　介護サービスは、利用者やその家族がケアマネジャー等の支援を受けながら、自らの
意志で選択した事業者と契約を交わし、提供を受けるものです。利用者やその家族が介護
保険制度やサービス内容を理解し、また、契約に際しては必要な事業者の基本情報や利用
したいサービスの空き情報などの必要な情報が提供できる体制を整備していく必要があり
ます。

【取組方針】
　�　介護保険制度の仕組みなどの情報を入手できる「介護保険サービスガイド」を引き続き
作成・配布するとともに、本市ホームページや介護サービス情報公表システムを活用し、
市内の介護サービス事業者情報など介護保険に関するさまざまな情報を発信することで、
介護サービス利用者が適切な介護サービス事業者を効率的に選択できるよう支援します。
　�　「市報にいがた」や新聞折り込みチラシ、パンフレットなどの媒体を活用し、介護サー
ビスの利用主体となる高齢者やその家族も含め、市民に広く介護保険制度の周知を行い
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ます。また、「市政さわやかトーク宅配便」による出前講座を実施し、身近な地域で介護
保険制度の理念や仕組みを説明しながら、その普及・啓発に取り組みます。

　③　費用負担に対する配慮
【現状と課題】
　�　社会全体で支える介護保険制度においては、介護保険料の納入のほか、介護サービス
費用の1割から3割を負担しますが、過度な費用負担とならないよう、負担が困難な方
へのさらなる配慮が必要です。

【取組方針】
　�　市が独自に実施している保険料の低所得者への減免について、被保険者の実情に即した
減免を引き続き実施していきます。
　�　社会福祉法人等の事業者による利用者負担の軽減についても、国の制度に加え、引き
続き、市独自で支援します。

【関連事業】
　　◆介護保険料の独自減免
　　　�　収入や資産が生活保護基準程度以下しかなく生活困窮状態であると認められ、

一定の要件に該当する方については、介護保険料の減免を行います。

　　◆社会福祉法人等による利用者負担軽減
　　　�　所得が低く特に生計が困難であると認められる方については、社会福祉法人の提供

する一定の介護サービスを利用した場合、国の制度によりその利用者負担の軽減が
あります。

　　　�　なお、本市においては、独自の取り組みとして社会福祉法人以外の法人が提供する
一定の介護サービスを利用した場合においても負担軽減を行っています。

　④　災害・感染症に対する備え
【現状と課題】
　�　近年、日本各地で台風や豪雨などの大規模自然災害が頻発しているほか、新型コロナ
ウイルス感染症やインフルエンザなど感染症の流行が発生しています。このような事態が
発生した時においても、介護保険サービスを継続するために備えることが重要です。

【取組方針】
　�　日頃から介護事業所等と連携し、災害・感染症に対する備えを促すとともに、防災や
感染防止対策など、国・県から得られる必要な情報を事業所へ提供します。
　�　また、「新潟市地域防災計画」、「新潟市新型インフルエンザ等対策行動計画」に基づき、
庁内関係部局と連携して、市として事前の備えを充実します。
　�　災害・感染症発生時には、上記計画に基づいて庁内担当部局と協力して対応すると
ともに、国や県と連携し、情報収集および情報提供に努めます。
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⑶　介護人材の確保・定着およびその支援
【現状と課題】
　�　公益財団法人介護労働安定センターの令和元年度「介護労働実態調査」では、新潟県
内で従業員の不足を感じる事業所は6割を超えています。また、半数以上の事業所が
介護サービスを運営する上での問題点として、良質な人材の確保が難しいとしており、
介護人材の確保・定着への対応が急務となっています。
　�　本市ではこれまで、新たな人材確保につなげる取り組みとして、ハローワーク新潟と
連携し、介護の仕事に関心のある未経験者や、介護や看護の資格等を有しながら当該
職業に従事していない方を対象に、職業意識の啓発および職場理解を深めてもらうため、
介護施設見学会を実施してきました。
　�　また、専門的な介護技術を習得できる機会の確保や、提供するサービスの質の向上を
目指し、専門研修の充実に取り組むとともに、介護職員等のキャリアアップのための
研修経費を補助することで、人材育成に積極的な法人を支援し、介護人材の定着化を
図ってきました。
　�　さらに、令和元年度より、新潟市内の介護サービス事業所、介護福祉士養成校の代表
者とともに、介護人材の確保・定着に向け、現状を把握し、具体的な課題に連携して
取り組むこと等を目的とした「新潟市介護人材確保対策協議会」を開催しているほか、
国が設置している「新潟県福祉人材確保推進協議会」に参画し、新潟労働局や新潟県を
はじめとする関係機関と情報を共有するネットワークの構築を図り、関係機関相互で
取り組んでいる施策について理解を深めてきました。
　�　今後は、必要となる介護人材の確保・定着に向け、介護の仕事の魅力発信や職場環境の
改善事例を周知するなど、市独自の取り組みを行っていく必要があります。

【取組方針】
　�①　介護の魅力発信
　　�　小学生・中学生・高校生などの若者に早くから介護という仕事に親しみを持って

もらうため、介護現場で活躍する職員による学校訪問などを通して、介護の魅力発信を
引き続き実施していきます。

　　�　また、市民に対して、介護の仕事の本質や魅力を伝えることで、介護職場のイメージ
刷新に取り組みます。

　�②　新たな介護人材の確保
　　�　労働力人口の減少が見込まれる中、学生や未経験者など新たな介護人材を確保すると

ともに、元気な高齢者や外国人など多様な人材の参入が必要になります。
　　�　介護の仕事に関心のある未経験者や、介護や看護の資格等を有しながら当該職業に

従事していない方を対象にした介護施設見学会を実施するとともに、元気な高齢者に
よるボランティア活動の推進や外国人介護人材への支援を通して、多様な介護人材の
確保を目指します。
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　�③　介護人材の定着支援
　　�　職員が長く介護職場で働き続けるためには、研修体制の充実や職員の負担軽減、

介護現場の業務効率化など職場環境の改善が必要になります。専門研修の開催や、
介護職員等のキャリアアップのための研修経費補助を引き続き実施し、職員の質の
向上に努めるとともに、介護ロボットやICTの導入による業務効率化や職場環境の
改善事例を周知するなど、取り組み事例の情報共有を進めることで、介護人材の定着
促進を図ります。

　�④　国・県・関係機関との連携について
　　�　国・県と連携し、介護人材の総量の確保・定着への支援を図るとともに、地域医療

介護総合確保基金を活用した各種事業の周知を行います。
　　�　さらに、新潟市介護人材確保対策協議会を通じて、市内介護サービス事業者や介護

福祉士養成校の代表者と現状・課題の抽出や対応策の可能性について協議し、一体と
なって介護人材確保・定着に取り組みます。

【関連事業】
　　◆医療と介護の出前スクール
　　　�　介護サービス事業所で勤務する職員に協力を募り、小・中学校、高校を訪問して、

介護の魅力発信をすることで、介護職のイメージアップ・理解促進を図ります。

　　◆介護施設見学会
　　　�　職業意識啓発および職場理解を深めてもらうため、ハローワーク新潟と連携し、

介護施設見学会を実施することで、介護のイメージアップを図るとともに新たな人材
確保を目指します。

　　◆介護支援ボランティア事業【再掲】
　　　�　福祉施設などでボランティア活動を行った場合、その活動時間に応じ、換金できる

ポイントを付与する「にいがたし元気力アップ・サポーター制度」を実施し、元気な
高齢者の社会参加を推進します。

　　◆担い手の養成【再掲】
　　　�　高齢者等に対し適切な生活支援や介護予防が提供できるよう、基準緩和サービスの

従事者となる方や生活支援等に係るボランティアに対して、心構えや必要な知識・
技術を習得することを目的とした研修を実施します。

　　◆介護職員などを対象とした専門研修【一部再掲】
　　　�　介護職員などの専門性を高め、より質の高いサービスを提供するため、介護サー

ビス事業所の職員やその管理者、地域包括支援センター職員などを対象とした専門
研修を実施します。
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　　◆介護職員等キャリアアップ支援事業
　　　�　介護サービス事業を行う法人が介護職員などのキャリアアップを図るため、専門

的な研修会を開催したり、介護職員などが資格を取得するための費用を法人が負担
したりした場合に、当該法人に対してその支出した費用の一部を助成することで、
介護職員などの資質向上および定着化を目指します。

　　◆介護人材確保対策協議会
　　　�　介護人材の確保に向けて、関係者（事業者・養成校・行政）が現状および課題の

抽出や対応策の可能性について協議することにより、それぞれの役割や取り組むべき
ことを確認し、実現していくための具体的な方向性を見出します。

［実施研修］
・地域包括支援センター職員研修
・高齢者虐待防止担当職員研修
・高齢者虐待防止施設・事業所管理者研修
・認知症介護基礎研修
・認知症介護実践者研修
・認知症介護実践リーダー研修
・認知症対応型サービス事業開設者研修
・認知症対応型サービス事業管理者研修
・小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修
・認知症介護指導者養成研修
・ユニットケア施設管理者研修
・ユニットリーダー研修
・ユニットケア指導者養成研修
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4．在宅医療・介護連携、認知症施策の推進［医療］

⑴　在宅医療・介護連携の推進
【現状と課題】
　�　市民が疾病等を抱えても住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、日常の療
養支援から急変時の対応、看取りまで切れ目のない医療サービスを提供することが必要
です。
　�　本市においては、平成27年度以降、在宅医療・介護連携センターと、各区に在宅医療・
介護連携ステーションを順次設置するほか、各地域で活動する在宅医療ネットワークを
支援し、在宅医療・介護連携の取り組みを推進してきました。
　�　一方で、在宅医療を担う医師や看護師などの人材確保や、人生の最終段階における医
療、看取り等への市民の理解を深めるための普及啓発に取り組む必要があります。

【取組方針】
　�　今後、医療と介護のニーズを併せ持つ慢性疾患または認知症等の高齢者の増加が見込
まれることから、当該高齢者が、可能な限り、住み慣れた地域で継続して日常生活を営
むことができるよう、入退院支援、日常の療養支援、急変時の対応、看取り、認知症の
対応力強化、感染症や災害時対応等のさまざまな局面において、地域における在宅医療
および介護の提供に携わる者その他の関係者の連携を推進する体制の整備のため、以下
の取り組みを進めます。
　①�　在宅医療・介護連携センター、在宅医療・介護連携ステーションを運営し、在宅医

療に対する理解と、知識・技術習得のための研修等の機会の充実を図ります。
　②�　新潟市医師会および新潟県看護協会等関係機関と協働し、在宅医療を担う訪問診療

医および訪問看護師の確保・育成に努めます。
　③�　切れ目のない医療・介護提供体制の構築に向け、「医療と介護の連携ハンドブック」

の活用を促し、医療・介護が一体となったサービスの提供について考える機会の充実
を図ります。

　④�　高齢者と、高齢者を支える家族や勤労世代、学生など幅広い世代に向けて、普段か
ら治療や人生最期の過ごし方に関する希望を家族などと共有しておくことの大切さに
ついて、理解と実践を促します。

　⑤�　在宅医療や人生の最終段階における医療やケア、看取り等の理解を深める取り組み
を強化します。
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【関連事業】
　　◆在宅医療・介護連携推進事業
　　　�　在宅医療・介護連携センターおよび市内11カ所の在宅医療・介護連携ステーショ

ンを拠点として、医療・介護連携の強化、在宅医療ネットワークとの協働、医療人
材の育成、市民への普及啓発などの取り組みを推進します。

　　◆在宅医療・介護連携推進協議会
　　　�　在宅医療の充実に向け、在宅医療の整備目標を定め、指標に基づいた施策の実施

状況の検証や改善を図ります。

　　◆地域医療連携強化事業
　　　�　入院から在宅、看取りまで切れ目のない医療提供体制の構築に向け、各地域で病

院と診療所、病院間等の連携体制強化のための協議の場を設けます。

　　◆地域看護連携強化事業
　　　�　病院や介護施設、訪問看護ステーション等に従事する看護職同士の相互理解や連

携を深めるための研修会等の場を通して地域全体のケアの向上を促進します。

　　◆ご当地連携研修会
　　　�　医療・介護が必要な場面に応じた適切なサービスを提供するため、各地域の特性

や実情を捉えた研修会を実施し、医療・介護従事者の専門性の相互理解や在宅医療
に関する知識・技術を習得する機会を設けます。

　　◆医療と介護の市民講座、働く人のための医療・介護セミナー、医療と介護の出前
　　　スクール
　　　�　療養が必要になった際に、患者および家族が在宅医療を選択肢の一つとすること

ができるよう、自治会やコミュニティ協議会など地域の関係団体、また、高齢者を
支える家族や勤労世代、学生等幅広い世代を対象に、在宅医療や介護、ACP（人
生会議）について理解を深める機会を提供します。
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⑵　認知症施策の推進
【現状と課題】
　�　我が国において、平成30年には、認知症の人の数は500万人を超え、65歳以上の高
齢者の約7人に1人が認知症と見込まれています。本市においても、65歳以上の要支援・
要介護認定者のうち、認知症の症状を有している高齢者が約66％（令和2年3月末）と、
今後も増加が見込まれています。
　�　また、65歳未満の若年性認知症の人は、厚生労働省の研究によると人口10万人当た
り50.9人とされており、この推計で見込むと本市では200人程度と推測され、研究結果
も踏まえた対策の検討が課題となっています。
　�　国は、今後さらに認知症の人の数が増加することから、令和元年6月、認知症施策推
進関係閣僚会議において認知症施策推進大綱を取りまとめ、認知症の発症を遅らせ、認
知症になっても希望をもって日常生活を過ごせる社会の実現のため、認知症の人や家族
の視点を重視し、「共生」と「予防」を柱とした施策を推進していくことから、本市に
おいてもそれを踏まえた取り組みを進めていく必要があります。
　�　令和元年の国民生活基礎調査においても、介護が必要となった原因として、認知症が
最も多くなっていることから、認知症は誰もがなりうる身近なものとなっています。ま
た、認知症は、早期に適切な対応を行うことで発症の予防、進行を遅らせることができ
るとされていることから、早期発見、早期診断、早期対応への取り組みを進めるために
も、認知症に対する正しい知識や理解を深めるための普及啓発を推進していく必要があ
ります。
　�　さらに、認知症になっても住み慣れた地域で尊厳を保ちながら、安心して生活を継続
できるようにするため、認知症の人やその家族の視点に配慮した、地域における支援体
制の充実が求められるとともに、介護サービス基盤整備や医療・介護の連携の推進、地
域での見守り体制の整備等により、認知症の状態に応じた切れ目のない支援体制の構築
が求められます。

【取組方針】
　①　正しい知識と理解の普及
　　�　認知症は誰もがなりうることを、さまざまな機会を捉え普及啓発し、地域全体が認

知症への理解を深めていくため、認知症について正しく理解し、認知症の人や家族を
温かく見守り、支援する応援者となる「認知症サポーター」の養成を引き続き推進し
ます。

　　�　認知症に対する市民の正しい知識と理解がより深まるよう、地域で暮らす認知症本
人の思いを発信するなど、認知症本人も参画する普及啓発の取り組みを検討していき
ます。
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　②　予防と社会参加
　　�　運動不足の改善、糖尿病や高血圧等の生活習慣病の予防、社会参加などが認知症の

発症予防や進行を遅らせることに効果があるとされていることから、認知症に限らず、
全ての高齢者への予防活動を引き続き推進していきます。

　　�　認知症カフェや地域の茶の間など、さまざまな地域活動を通じ、認知症になっても
支えられる側だけでなく、支える側としての役割をもって暮らせるよう、社会参加や
生きがいづくりの取り組みを推進していきます。

　③　医療・介護連携による切れ目のない支援
　　�　認知症は早期発見、早期診断、早期対応が大切なことから、引き続き在宅医療・介

護連携を推進するとともに、医療介護関係者等の人材育成や介護サービス基盤を整備
し、支援体制を強化していきます。

　④　認知症に理解のある地域社会の実現
　　�　認知症の人や家族が住み慣れた地域で暮らしていくことができるよう、認知症に理

解ある人や認知症サポーターとともに、身近な地域における支援体制の構築を進めて
いきます。

　　�　また、若年性認知症の人が、適切な支援を受けられるよう、若年性認知症支援コー
ディネーターや医療機関等と連携を図りながら支援体制の構築を検討していきます。

【関連事業】
　　◆認知症サポーターの養成
　　　�　地域住民、企業、学校などを対象に「認知症サポーター養成講座」を開催し、認

知症の人や家族の応援者である「認知症サポーター」を養成します。

　　◆キャラバン・メイトの養成
　　　　認知症サポーター養成講座の講師役となる「キャラバン・メイト」を養成します。

　　◆市民向け講演会や出前講座の開催
　　　�　認知症に関する正しい知識の普及を図ることを目的として市民向け講演会や出前

講座を開催します。

　　◆認知症ケアパス「認知症安心ガイドブック」の作成
　　　�　認知症ケアパス（認知症安心ガイドブック）を作成・配布し、認知症の容態に合

わせた適切なサービス提供の流れや相談機関を広く市民に周知・普及します。



4747

第4章　施策の展開について第4章　施策の展開について

第
4
章

第
一
章

第
二
章

第
三
章

第
五
章

資
料
編

　　◆認知症予防出前講座【再掲】
　　　�　認知症予防に効果的とされる運動、脳を使ったトレーニングのほか、栄養・口腔

ケアなど総合的な介護予防メニューを身近な地域で実施します。

　　◆フレイル予防事業【再掲】
　　　�　フレイルチェックを活用した予防事業を推進し、健康寿命の延伸を図ります。

　　◆認知症カフェや地域の茶の間への支援
　　　�　認知症カフェや地域の茶の間の運営を支援し、生きがいを持ちながら役割を果た

せる環境づくりを進めます。

　　◆認知症初期集中支援推進事業
　　　�　認知症が疑われる人や認知症の人およびその家族を対象に、医療介護の専門職が

その家庭を訪問し、必要な医療や介護サービスの導入や調整、家族支援などを包括
的、集中的に行います。

　　◆医療・介護関係者を対象とした研修会の実施
　　　�　かかりつけ医、病院の従事者、介護実践者等を対象として、知識、技術の向上や

認知症の人やその家族の対応等の研修を引き続き実施し、医療・介護の質の向上を
図ります。

　　◆認知症サポート医の養成
　　　�　かかりつけ医、専門医療機関、地域包括支援センターなどと連携し、認知症に関

わる地域医療体制構築の推進役となる「認知症サポート医」を養成します。

　　◆認知症疾患対策事業
　　　�　認知症疾患医療センターにおいて、認知症疾患に関する鑑別診断、急性期治療、

専門医療相談などを実施するとともに、認知症ケアに関わる機関との連携強化を図
り、認知症疾患の保健医療水準を向上させながら、認知症の人が相談しやすい環境
を整えます。

　　◆認知症地域支援・ケア向上事業
　　　�　「認知症対策地域連携推進会議」を開催するとともに、「認知症地域支援推進員」

を配置し、認知症施策の円滑な推進や、医療と介護の連携強化に取り組みます。
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　　◆グループホーム等整備推進事業
　　　�　認知症になっても、住み慣れた地域で介護サービスを受けながら暮らすことがで

きるよう、グループホームや小規模多機能型居宅介護事業所等について、今後の認
知症高齢者の増加状況や日常生活圏域の整備状況を踏まえながら整備を進めます。

　　◆徘徊高齢者家族支援サービス事業
　　　�　位置情報を把握できる小型通信機器を徘徊症状のある高齢者等に携帯してもらう

ことで、高齢者等の事故を防止し、家族の負担を軽減します。

　　◆はいかいシルバーＳＯＳネットワーク
　　　�　行方不明高齢者の早期発見・早期保護とその後のケアを図るため、警察等関係機

関と協力しながらネットワークの構築を進めます。

　　◆認知症カフェや家族会への支援
　　　�　認知症の人と介護者が共に安心して過ごせる居場所である認知症カフェや家族会

の情報を発信するなど、その活動を支援します。

　　◆認知症サポーターステップアップ講座
　　　�　認知症の人や家族の支援者として活躍できるよう、意欲のある認知症サポーター

を対象に講座を開催します。

　　◆認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業
　　　�　認知症の人が地域で安心して暮らせるよう、認知症の人や家族のニーズを認知症

サポーターにつなぐ仕組み（チームオレンジ）を構築します。
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5．住まい・施設の基盤整備の推進［住まい］

⑴　多様な住まいの整備
【現状と課題】
　�　高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、生活のニーズに合った良
好な住まいの提供が必要です。
　�　在宅生活への支援である住宅リフォーム助成事業については、助成限度額や現地への
訪問調査など内容を見直すことで制度の持続可能性を高めました。
　�　また、生活面に困難を抱える高齢者や社会的に孤立する高齢者への支援として、養護
老人ホームへの入所措置や軽費老人ホームへの運営支援を実施するとともに、市営の高
齢者向け住宅（シルバーハウジング）を新たに建設するなど高齢者の住まいの提供に努
めました。

【取組方針】
　�　有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅について、介護が必要な方の住まいと
しての役割が期待されていることから、引き続き適切な指導を行うとともに、新潟県と
の情報共有や連携を行うことで、質の確保に努めます。
　�　リフォーム需要に対応するため、住宅リフォーム助成事業は適宜見直し、制度の持続
可能性を高めていきます。
　�　生活相談や安否確認を行うため市営の高齢者向け住宅（シルバーハウジング）に派遣
している生活援助員に対し積極的に研修等に参加するよう促し、高齢者を支援する技術
や能力を高めます。
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【関連事業】
　　◆住宅リフォーム助成事業【再掲】
　　　�　要介護・要支援認定を受けた在宅の高齢者がいる世帯に対し、介護者の負担軽減

を図るとともに高齢者がより快適で安全に過ごせるよう、住宅リフォームに必要な
費用の一部を助成します。

　　◆住宅改修支援事業
　　　�　居宅介護支援や介護予防支援の提供を受けていない要介護認定者に対して、介護

支援専門員などが介護保険の住宅改修理由書を作成した場合に助成します。

　　◆高齢者住宅等安心確保事業
　　　�　バリアフリー化された市営の高齢者向け住宅（シルバーハウジング）に対して、

生活相談や安否確認を行う生活援助員（ＬＳＡ：ライフサポートアドバイザー）を
派遣し、高齢者の在宅生活を支援します。

　　◆高齢者福祉施設における生活支援事業
　　　�　養護老人ホームや軽費老人ホーム（ケアハウス）、生活支援ハウスにおいて、高

齢者の生活支援を行います。
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⑵　介護保険サービスの充実（施設・居住系サービス）【再掲】
【取組方針】
　�　施設サービスは、入所が必要な重度の入所申込者を解消するため、地域密着型による
きめ細かな施設整備を行うことに加え、既存の広域型特別養護老人ホームに併設する短
期入所生活介護（ショートステイ）の特別養護老人ホームへの転換整備を進め、在宅で
の介護が困難な方への支援を図ります。

【関連事業】
　　◆介護老人福祉施設　～特別養護老人ホーム～【再掲】
　　　�　特別養護老人ホームに入所する要介護認定者に対し、入浴、排せつ、食事など日

常生活上の介護や、機能訓練、健康管理、療養上の支援などを行います。

　　◆地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護　～特別養護老人ホーム～【再掲】
　　　�　定員29人以下の小規模な特別養護老人ホームに入所する要介護認定者に対し、

入浴、排せつ、食事など日常生活上の介護や、機能訓練、健康管理、療養上の支援
などを行います。

　　◆介護老人保健施設【再掲】
　　　�　介護老人保健施設に入所している病状が安定期にある要介護認定者に対し、看護、

医学的管理のもとでの日常生活上の介護、機能訓練その他必要な医療や療養上の支
援などを行います。

　　◆介護療養型医療施設【再掲】
　　　�　介護療養型医療施設に入院している長期療養が必要な要介護認定者に対し、療養

上の管理、看護、医学的管理のもとでの日常生活上の介護、機能訓練その他必要な
医療などを行います。

　　◆介護医療院【再掲】
　　　�　介護医療院に入所している長期療養が必要な要介護認定者に対し、療養上の管理、

看護、医学的管理のもとでの介護、機能訓練等の必要な医療、日常生活上の支援な
どを行います。

　　◆特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護【再掲】
　　　�　特定施設（有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム（ケアハウス）な

ど）に入居する方に対し、介護保険を利用して、入浴、排せつ、食事など日常生活
上の介護や、機能訓練、療養上の支援などを行います。
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　　◆地域密着型特定施設入居者生活介護【再掲】
　　　�　定員29人以下の小規模な有料老人ホームなどに入居する要介護認定者に対し、

介護保険を利用して、入浴、排せつ、食事など日常生活上の介護や、機能訓練、療
養上の支援などを行います。

　　◆認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護
　　　～グループホーム～【再掲】
　　　�　認知症の人に対し、共同生活を営む住居において入浴、排せつ、食事など日常生

活上の介護や、機能訓練などを行います。




